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第一部 【企業情報】

　

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第41期
第２四半期
連結累計期間

第42期
第２四半期
連結累計期間

第41期
第２四半期
連結会計期間

第42期
第２四半期
連結会計期間

第41期

会計期間

自  平成20年
    12月１日
至  平成21年
    ５月31日

自  平成22年
    ４月１日
至  平成22年
    ９月30日

自  平成21年
    ３月１日
至  平成21年
    ５月31日

自  平成22年
    ７月１日
至  平成22年
    ９月30日

自  平成20年
    12月１日
至  平成22年
    ３月31日

売上高 (百万円) 49,844 42,481 22,602 22,158 124,815

経常利益 (百万円) 2,848 1,798 691 1,045 5,459

四半期(当期)純利益 (百万円) 1,607 853 404 621 2,570

純資産額 (百万円) ― ― 24,229 24,459 24,643

総資産額 (百万円) ― ― 42,814 40,625 42,385

１株当たり純資産額 (円) ― ― 1,064.191,074.931,082.73

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 70.60 37.51 17.77 27.30 112.89

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 56.6 60.2 58.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 4,088 500 ― ― 6,108

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,024 1,993 ― ― △6,485

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △575 △1,092 ― ― △1,212

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― ― 14,173 12,498 11,096

従業員数 (名) ― ― 1,216 1,153 1,138

(注)  １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　２　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してお

　　りません。

　　　３　第41期は決算期変更により、平成20年12月１日から平成22年３月31日までの16ヶ月の変則決算となってお

　　ります。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成22年９月30日現在

従業員数(名) 1,153（3,404）

　（注）１　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（　）内に当第２四半期連結会計期間の平均人員（１日８

　　　　　　時間換算）を外数で記載しております。

　　　　２　上記就業人員には、執行役員（10名）、嘱託・顧問（３名）、契約社員（42名）、受入出向社員（21名）

　　　　　　派遣出向社員（32名）は含まれておりません。

　

(2) 提出会社の状況

　 平成22年９月30日現在

従業員数(名) 1,131（3,332）

　（注）１　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（　）内に当第２四半期会計期間の平均人員（１日８時間換

　　　　　　算）を外数で記載しております。

　　　　２　上記就業人員には、執行役員（10名）、嘱託・顧問（３名）、契約社員（42名）、受入出向社員（９名）

　　　　　　派遣出向社員（32名）は含んでおりません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 仕入実績

当第２四半期連結会計期間における仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 仕入高(百万円) 前年同四半期比(％)

ＫＦＣ事業 10,645 -
ピザハット事業 1,627 -
その他事業 37 -

合計 12,310 -
(注) １  金額は、仕入価格によっております。

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(2) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同四半期比(％)

ＫＦＣ事業 18,245 -
ピザハット事業 3,800 -
その他事業 113 -

合計 22,158 -
(注) １  金額は、販売価格によっております。

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度

の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて、重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

当社は、平成21年２月19日開催の第40期定時株主総会の決議に基づき、事業年度の末日を３月31日とする

決算期の変更を行いました。従って、前年同四半期との対比は行っておりません。

（1）経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、世界経済の改善や景気対策効果により企業収益に回

復の兆しがみられるものの、米国経済の回復懸念や欧州財政の信用不安などに起因する円高や株価低迷に

より先行き不透明な状況が続いており、依然として雇用・所得環境は低迷し、個人消費は厳しい状況で推移

しております。

外食業界におきましても、猛暑の影響で盛夏メニュー商品の販売が好調であったものの、節約志向の高ま

りから商品、価格、サービスに対する消費者の選別がより厳しさを増しており、なお予断を許さない経営環

境が続いております。

このような環境の下、当社グループ（当社及び連結子会社）は、引き続き中期経営計画「ＡＢＲ2011」に

則って、「足元固め」をしっかりと行うとともに、将来の成長に向けた「前向きな攻めの施策」を実行して

まいりました。

これらの結果、当社グループの当第２四半期連結会計期間の業績は、売上高は221億５千８百万円、営業利

益は10億４百万円、経常利益は10億４千５百万円、四半期純利益は６億２千１百万円となりました。

　
当第２四半期連結会計期間における報告セグメント別の業績は次のとおりであります。

①ＫＦＣ事業

当第２四半期連結会計期間は、オリジナルレシピの骨付きチキンの販売を促進するために実施した創立

40周年記念、夏のチキン祭り、カーネルズ・デー、スマートバリュー紹介などのキャンペーンにより販売が

好調に推移しました。また夏場の定番商品「レッドホットチキン」に加えて「ハバネロボンレス」の同時

販売、秘伝の味をお手軽に楽しんで頂くための新商品「ひとくちケンタッキー」の投入、定番チキン商品

「カーネルクリスピー」「チキンフィレサンド」の訴求強化などを通じて、更なる売上拡大を図りました。

また、新しい客層の開拓を目指し、「ピリ辛３色ごまだれ炭火焼きサンド」を投入しサンド商品を拡充さ

せると共に、新商品「飲むスナック“クラッシャーズ”」の導入店を増加させ、繁華街やショッピングセン

ターを中心に着実に販売を伸ばしました。

さらに、当社の創立40周年の節目である７月に、ＫＦＣチェーンで世界初となる新しい店舗デザインを採

用し、渋谷公園通り店（東京都渋谷区）をリニューアルオープンいたしました。今後の成長の鍵を握る次世

代店舗として、フライドチキンに加えノンフライチキンや新しいサンド・サラダ・ドリンクを提供し、特に

若い女性から好評を得ております。

これらの施策の効果により、当第２四半期連結会計期間におけるＫＦＣ事業の業績は、売上高は182億４

千５百万円、営業利益は19億１千７百万円と、売上・利益とも当初の目標を上回る結果となりました。
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②ピザハット事業

当第２四半期連結会計期間は、「みみ」部分にあらびきスライスソーセージを敷きつめたクラスト（生

地）を採用した新商品「夏キッズハーフ＆ハーフ（グリルドソーセージ）」や、「みみ」部分にチキン

ボールをのせたクラストを採用した新商品「家族みんなのハーフ＆ハーフ（マヨチキボール）」を開発い

たしました。また、価格訴求型で２種類の生地・８種類のトッピングから選べる「スペシャル８」の商品ラ

インアップを一部入れ替えるなど、驚きや新鮮味、価格バラエティーのあるメニューを開発し、幅広い顧客

ニーズに対応してまいりました。

また、宅配のみならずテイクアウト需要の取り込みを図るべく、斬新なデザインへの店舗改装や視認性や

利便性の高い場所への店舗リロケーションを実施いたしました。

さらに、顧客満足度を追求するために社員教育を強化すると共に、競合状況に応じ地域毎に訴求商品や広

告宣伝方法を変えるなどの取組みを進めてまいりました。

しかしながら、競合他社との競争激化と消費者の節約志向の煽りを受けて、新商品の売上が計画通り進捗

せず、当第２四半期連結会計期間におけるピザハット事業の業績は、売上高は38億円、営業損失は４千８百

万円となり、当初業績目標を下回る結果となりました。

　

③その他事業

当社グループのノウハウや強みを積極的に活用しながら、バフェ・スタイルのイタリアンレストラン

「ピザハット・ナチュラル」を４店舗展開しております。惣菜メニューの商品開発や価格の見直し、店舗改

装に加え、チラシや地方誌、ケータイメールなどを活用した広告宣伝活動により顧客の再来店率の向上を

図っております。

しかしながら、将来の規模拡大に向けた教育・人件費負担により、当第２四半期連結会計期間におけるそ

の他事業の業績は、売上高は１億１千３百万円、営業損失は４千３百万円となりました。

　

（2）財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の連結財政状態は、前連結会計年度末と比較して総資産は17億５千９百万

円減少し、406億２千５百万円となりました。その主な要因は、現金及び預金の増加24億１百万円、有価証券

の減少37億９千８百万円及び差入保証金の減少１億９千９百万円等によるものであります。

負債は15億７千５百万円減少し、161億６千６百万円となりました。その主な要因は、買掛金の増加５億５

千５百万円、未払金の減少10億４千５百万円、未払費用の減少13億４千３百万円及び資産除去債務の計上６

億２千６百万円等によるものであります。

純資産は244億５千９百万円となり、前連結会計年度末に比べ１億８千３百万円減少し、自己資本比率は

60.2％となっております。

　
（3）キャッシュ・フローの分析

当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第１四半期連結会

計期間と比較して29億６千９百万円増加し、124億９千８百万円となりました。

当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりでありま

す。
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（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは14億円の収入となりました。その主な要因は、税金等調整前四半

期純利益10億８千８百万円、減価償却費５億５千９百万円、たな卸資産の増加４億６千６百万円、仕入債

務の増加６億９千８百万円及び未払費用の減少５億２千４百万円等によるものであります。　
　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは16億７千６百万円の収入となりました。その主な要因は、定期預

金の預入による支出25億円、定期預金の払戻による収入35億円、有価証券の償還による収入10億円及び有

形・無形固定資産の取得による支出３億７千７百万円等によるものであります。
　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは１億８百万円の支出となりました。その主な要因は、配当金の支

払額６千９百万円等によるものであります。

　
（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及

び新たに生じた課題はありません。

　
（5）研究開発活動

　当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は１千４百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、第１四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

改修について完了したものは、以下のとおりであります。

また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありま

せん。

① 重要な設備の新設等

　 会社名  セグメントの名称 設備の内容
投資額　　　
　　　　　(百
万円)

完了年月 資金調達方法

　

　

日本ケンタッキー・
フライド・チキン㈱

ＫＦＣ事業
新規出店店舗

42 2010年７月

自己資金　
25 2010年８月

　
その他 77 2010年７月

　
ピザハット事業 新規出店店舗 27 2010年９月 自己資金

　

全社共通 コンピュータ関連

60 2010年７月

自己資金
　

23 2010年８月

　 50 2010年９月

　　　(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　    　　 ２ 投資額には、店舗出店契約に係る敷金・保証金が含まれております。

       

② 重要な設備の改修等

　 会社名 セグメントの名称 設備の内容
投資額　　　
　　　　　(百
万円)

完了年月 資金調達方法

　

　

日本ケンタッキー・
フライド・チキン㈱

ＫＦＣ事業 店舗内外装改修
72 2010年７月

自己資金

　
34 2010年９月

　
ピザハット事業 店舗内外装改修

7 2010年７月
自己資金

　
8 2010年８月

　　　(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 49,953,000

計 49,953,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 22,783,00022,783,000
東京証券取引所
市場第二部

単元株式数は1,000株でありま
す。

計 22,783,00022,783,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　　該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　　　　該当事項はありません。
　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成22年７月23日
（注） - 22,783,000 - 7,297 △9,430 1,000

（注）会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備金を減少し、その他資本剰余金へ振り替えたものであります。
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(6) 【大株主の状況】

平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目３─１ 14,769 64.82

日本ケンタッキーフライドチキ
ンフランチャイズオーナー持株
会

東京都渋谷区恵比寿南１丁目15―１
JT恵比寿南ビル

284 1.24

明治安田生命保険相互会社
(常任代理人　資産管理サービス
信託銀行株式会社)

東京都千代田区丸の内２丁目１―１
(東京都中央区晴海１丁目８―12　晴海アイラ
ンド　トリトンスクエアZ棟)

110 0.48

シービーエヌワイデイエフエイ
インベストトラストカンパニー
ジャパニーズスモールカンパ
ニーシリーズ（常任代理人　シ
ティバンク銀行株式会社）

1299 OCEAN AVENUE,11F, 
SANTA MONICA, CA 90401,USA
(東京都品川区東品川２丁目３―14)

78 0.34

株式会社みずほ銀行
(常任代理人　資産管理サービス
信託銀行株式会社)

東京都千代田区内幸町１丁目１―５
(東京都中央区晴海１丁目８―12　晴海アイラ
ンド　トリトンスクエアZ棟)

69 0.30

キユーピー株式会社 東京都渋谷区渋谷１丁目４―13 67 0.29

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目２―１ 66 0.28

株式会社ニチレイフーズ
東京都中央区築地６丁目19―20
ニチレイ東銀座ビル

58 0.25

株式会社マルハニチロ食品 東京都千代田区大手町１丁目１―２ 56 0.24

マネックス証券株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目11―１ 52 0.22

計 ― 15,609 68.51

　

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 28,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

22,539,000
22,539 ―

単元未満株式 普通株式 216,000 ― ―

発行済株式総数 22,783,000― ―

総株主の議決権 ― 22,539 ―

(注)　「単元未満株式」には当社所有の自己株式165株及び証券保管振替機構名義の株式100株が含まれております。

　

EDINET提出書類

日本ケンタッキー・フライド・チキン株式会社(E03157)

四半期報告書

10/29



　

② 【自己株式等】

平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本ケンタッキー・
フライド・チキン株式会社
(自己保有株式)

東京都渋谷区恵比寿南
１丁目15番１号

28,000 ― 28,000 0.12

計 ― 28,000 ― 28,000 0.12

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別 平成22年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 1,719 1,732 1,758 1,850 1,851 1,980

最低(円) 1,679 1,691 1,715 1,750 1,805 1,795

(注)  最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期連結会計期間(平成21年３月１日から平成21年５月31日まで)及び前第２四半期連結

累計期間(平成20年12月１日から平成21年５月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第２四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成21年３月１

日から平成21年５月31日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成20年12月１日から平成21年５月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表については、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受け、当第２

四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成

22年４月１日から平成22年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツ

により四半期レビューを受けております。

　

３  決算期変更について

当社は、平成21年２月19日開催の第40期定時株主総会において、定款の一部変更を決議し、決算期を11月

30日から３月31日に変更いたしました。これに伴い、当第２四半期はこれまでの３月１日から５月31日まで

の３ヶ月間から、７月１日から９月30日までの３ヶ月間となっております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 15,998 13,596

売掛金 3,204 3,296

有価証券 299 4,098

商品 954 590

原材料及び貯蔵品 64 60

前払費用 470 500

短期貸付金 9 10

繰延税金資産 495 860

その他 739 737

貸倒引当金 △219 △203

流動資産合計 22,017 23,549

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※
 2,958

※
 2,982

土地 2,975 2,975

その他（純額） ※
 1,848

※
 1,966

有形固定資産合計 7,782 7,925

無形固定資産

のれん 16 20

ソフトウエア 1,420 1,356

その他 374 386

無形固定資産合計 1,812 1,763

投資その他の資産

投資有価証券 242 247

差入保証金 6,355 6,555

繰延税金資産 2,098 1,993

その他 509 573

貸倒引当金 △192 △222

投資その他の資産合計 9,012 9,146

固定資産合計 18,608 18,836

資産合計 40,625 42,385
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(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 6,254 5,699

未払金 3,217 4,263

リース債務 127 108

未払法人税等 339 744

未払費用 198 1,542

賞与引当金 428 －

役員賞与引当金 － 300

資産除去債務 3 －

その他 834 811

流動負債合計 11,405 13,470

固定負債

リース債務 371 355

退職給付引当金 2,446 2,407

役員退職慰労引当金 100 110

ポイント引当金 119 111

長期前受収益 574 754

資産除去債務 622 －

その他 525 532

固定負債合計 4,760 4,271

負債合計 16,166 17,741

純資産の部

株主資本

資本金 7,297 7,297

資本剰余金 10,430 10,430

利益剰余金 6,774 6,945

自己株式 △51 △41

株主資本合計 24,450 24,631

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 9 12

評価・換算差額等合計 9 12

純資産合計 24,459 24,643

負債純資産合計 40,625 42,385
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年12月１日
　至 平成21年５月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 49,844 42,481

売上原価 26,181 22,631

売上総利益 23,662 19,850

販売費及び一般管理費 ※
 20,882

※
 18,133

営業利益 2,780 1,717

営業外収益

受取利息 35 11

受取配当金 1 1

受取賃貸料 64 101

その他 2 4

営業外収益合計 104 120

営業外費用

支払利息 0 6

店舗改装等固定資産除却損 32 24

その他 4 7

営業外費用合計 36 38

経常利益 2,848 1,798

特別利益

固定資産売却益 25 39

営業権売却益 48 41

受取補償金 4 －

貸倒引当金戻入額 93 5

その他 54 37

特別利益合計 225 124

特別損失

固定資産売却損 5 19

固定資産除却損 0 9

店舗閉鎖損失 56 15

早期割増退職金 － 9

減損損失 184 7

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 466

その他 8 6

特別損失合計 254 535

税金等調整前四半期純利益 2,819 1,387

法人税、住民税及び事業税 1,329 271

法人税等調整額 △118 262

法人税等合計 1,211 533

少数株主損益調整前四半期純利益 － 853

四半期純利益 1,607 853
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【第２四半期連結会計期間】
(単位：百万円)

前第２四半期連結会計期間
(自 平成21年３月１日
　至 平成21年５月31日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年７月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 22,602 22,158

売上原価 11,750 11,832

売上総利益 10,851 10,326

販売費及び一般管理費 ※
 10,190

※
 9,321

営業利益 661 1,004

営業外収益

受取利息 16 4

受取配当金 － 1

受取賃貸料 31 50

その他 1 2

営業外収益合計 49 58

営業外費用

店舗改装等固定資産除却損 16 11

その他 2 6

営業外費用合計 18 18

経常利益 691 1,045

特別利益

固定資産売却益 12 14

営業権売却益 48 30

貸倒引当金戻入額 53 8

その他 52 9

特別利益合計 166 62

特別損失

固定資産売却損 5 0

固定資産除却損 0 2

店舗閉鎖損失 47 0

早期割増退職金 － 7

減損損失 84 7

その他 6 －

特別損失合計 143 18

税金等調整前四半期純利益 714 1,088

法人税、住民税及び事業税 446 199

法人税等調整額 △136 267

法人税等合計 310 467

少数株主損益調整前四半期純利益 － 621

四半期純利益 404 621
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年12月１日
　至 平成21年５月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 2,819 1,387

減価償却費 998 1,091

減損損失 184 7

有形固定資産除却損 88 33

有形固定資産売却損益（△は益） △19 △21

貸倒引当金の増減額（△は減少） △94 △14

賞与引当金の増減額（△は減少） － 428

役員賞与引当金の増減額（△は減少） － △300

退職給付引当金の増減額（△は減少） 94 39

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 5 △9

ポイント引当金の増減額（△は減少） 5 7

受取利息及び受取配当金 △37 △13

支払利息 0 6

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 466

売上債権の増減額（△は増加） 303 153

たな卸資産の増減額（△は増加） 110 △367

仕入債務の増減額（△は減少） △568 555

未払金の増減額（△は減少） △39 △717

未払費用の増減額（△は減少） － △1,343

前受収益の増減額（△は減少） △120 △90

未払消費税等の増減額（△は減少） 86 △49

その他 718 △66

小計 4,536 1,185

利息及び配当金の受取額 18 16

利息の支払額 △0 △6

法人税等の支払額 △466 △694

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,088 500

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △2,800 △5,000

定期預金の払戻による収入 1,500 6,000

有価証券の償還による収入 50 1,800

投資有価証券の取得による支出 △399 －

有形固定資産の取得による支出 △581 △617

有形固定資産の売却による収入 127 138

無形固定資産の取得による支出 △319 △526

無形固定資産の売却による収入 0 0

貸付けによる支出 △6 △3

貸付金の回収による収入 7 6

敷金及び保証金の差入による支出 △73 △85
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(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年12月１日
　至 平成21年５月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

敷金及び保証金の回収による収入 470 283

その他 0 △1

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,024 1,993

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △7 △10

リース債務の返済による支出 － △61

配当金の支払額 △568 △1,020

財務活動によるキャッシュ・フロー △575 △1,092

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,487 1,402

現金及び現金同等物の期首残高 12,685 11,096

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 14,173

※
 12,498
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第２四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

　会計処理基準に関する事項の変更

　　資産除去債務に関する会計基準の適用

　　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31

　日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）

　を適用しております。

　　これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益は13百万円減少しており、税金等調整前四半

  期純利益は475百万円減少しております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は624百

　万円であります。

　

【表示方法の変更】

　
当第２四半期連結累計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

　(四半期連結損益計算書関係)

　　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則

　　等の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第２四半期連結累

　　計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

 
　(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　　前第２四半期連結累計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めていた

　「未払費用の増減額（△は減少）」は、当第２四半期連結累計期間では区分掲記することとしております。

　なお、前第２四半期連結累計期間の「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含まれる「未払

　費用の増減額（△は減少）」は565百万円であります。

　

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

　　(四半期連結損益計算書関係)

　　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則

　　等の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第２四半期連結会

　　計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　

【簡便な会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

１  固定資産の減価償却費の算定方法

　　固定資産の減価償却費の算定方法は、定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償

　却費の額を期間按分して算定する方法によっております。

２  法人税等並びに繰延税金資産の算定方法

　　法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法

　によっております。　

　　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、且つ、一時差異等の

　発生状況に著しい変化が認められたため、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プ

　ランニングに当該著しい変化の影響を加味したものを利用する方法によっております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

※　有形固定資産の減価償却累計額　　　16,636百万円※　有形固定資産の減価償却累計額　　　16,405百万円　　　

　

(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

　

前第２四半期連結累計期間
(自  平成20年12月１日
至  平成21年５月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

※　販売費及び一般管理費中の主な費目及び金額

　　　諸給与金　　　　　　　　　　 9,469百万円

      地代・家賃　　　　　　　　　 2,452百万円

　　　広告宣伝費　　　　　　　　 　2,200百万円

　　　減価償却費　　　　　　　　　　 905百万円

　　　特許料　　　　　　　　　　　　 766百万円

　　　退職給付費用　　　　　　　 　　215百万円

　　　役員退職慰労引当金繰入額　　　　５百万円

　　　ポイント引当金繰入額　　　　　　５百万円

※　販売費及び一般管理費中の主な費目及び金額

　　　諸給与金　　　　　　　　 　　7,322百万円

      地代・家賃　　　　　　　 　　2,218百万円

　　　広告宣伝費　　　　　　　　 　1,715百万円

　　　減価償却費　　　　　　　　　　 993百万円

　　　特許料　　　　　　　　　　　　 638百万円

　　　賞与引当金繰入額　　　　　　　 428百万円

　　　退職給付費用　　　　　　　 　　232百万円

　　　役員退職慰労引当金繰入額　　　　６百万円

　　　ポイント引当金繰入額　　　　　　７百万円

　

第２四半期連結会計期間

　

前第２四半期連結会計期間
(自  平成21年３月１日
至  平成21年５月31日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日)

※　販売費及び一般管理費中の主な費目及び金額

　　　諸給与金　　　　　　　　　　 4,606百万円

      地代・家賃　　　　　　　　　 1,216百万円

　　　広告宣伝費　　　　　　　　 　1,046百万円

　　　減価償却費　　　　　　　　　　 456百万円

　　　特許料　　　　　　　　　　　　 347百万円

　　　退職給付費用　　　　　　　 　　108百万円

　　　役員退職慰労引当金繰入額　　　　２百万円

　　　ポイント引当金繰入額　　　　　　３百万円

※　販売費及び一般管理費中の主な費目及び金額

　　　諸給与金　　　　　　　　 　  3,449百万円

      地代・家賃　　　　　　　　　 1,124百万円

　　　広告宣伝費　　　　　　　　　　 991百万円

　　　減価償却費　　　　　　　　　　 510百万円

　　　特許料　　　　　　　　　　　　 329百万円

　　　賞与引当金繰入額　　　　　　　 320百万円

　　　退職給付費用　　　　　　　 　  127百万円

　　　役員退職慰労引当金繰入額　　　  ２百万円

　　　ポイント引当金繰入額　　　　　  ４百万円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第２四半期連結累計期間
(自  平成20年12月１日
至  平成21年５月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 11,975百万円

有価証券 5,193百万円

計 17,168百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △1,800百万円

MMF及びCP以外の有価証券 △1,195百万円

現金及び現金同等物 14,173百万円

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 15,998百万円

有価証券 299百万円

計 16,298百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △3,500百万円

MMF及びCP以外の有価証券 △299百万円

現金及び現金同等物 12,498百万円
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成22年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日　

至　平成22年９月30日）

１  発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 22,783,000

　

２  自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 28,165

　

３  新株予約権等に関する事項

　　　該当事項はありません。

　

４  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月17日
定時株主総会

普通株式 1,024 45.00平成22年３月31日 平成22年６月18日 利益剰余金

　

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会

計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年11月11日
取締役会

普通株式 1,706 75.00平成22年９月30日 平成22年12月６日 利益剰余金

　

５  株主資本の著しい変動に関する事項

　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動はありません。
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(セグメント情報等)

　【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自　平成21年３月１日　至　平成21年５月31日)

　
ＫＦＣ事業
(百万円)

ピザハット　　
事業
(百万円)

その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

17,563 5,029 8 22,602 ― 22,602

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 17,563 5,029 8 22,602 ― 22,602

 営業利益又は営業損失（△） 808 △117 △29 661 ― 661

　

前第２四半期連結累計期間(自　平成20年12月１日　至　平成21年５月31日)

　
ＫＦＣ事業
(百万円)

ピザハット　　
事業
(百万円)

その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

38,798 11,037 8 49,844 ― 49,844

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 38,798 11,037 8 49,844 ― 49,844

 営業利益又は営業損失（△） 2,734 75 △29 2,780 ― 2,780

(注)　１　事業区分は、製品の種類・性質及び販売方法の類似性を考慮し、ＫＦＣ事業、ピザハット事業、その他　　

　　事業に区分しております。なお、当第２四半期連結会計期間より事業区分に「その他事業」が追加となり

　　ました。

　　　　２　事業区分及び各区分に属する主要な製品等の名称は以下のとおりであります。

事業区分 区分に属する主要な製品等の名称

ＫＦＣ事業
チキン、サンド、ドリンク等及び食材並びにカップ、パッケージ等の包装資材、チキンに
かかわるライセンス料、チキン関連の広告宣伝等

 ピザハット事業
 ピザ、ドリンク等及び食材並びにカップ、パッケージ等の包装資材、ピザにかかわる 
 ライセンス料、ピザ関連の広告宣伝等

その他事業 ピザ、パスタ、野菜、デザート、ドリンク等

 ３　会計処理基準に関する事項の変更

　　(棚卸資産の評価に関する会計基準の適用)

　　　当連結会計年度の第１四半期連結会計期間から平成18年７月５日公表の「棚卸資産の評価に関する会計基

準」(企業会計基準委員会　企業会計基準第９号)を適用し、評価基準については、原価法から原価法(収益性の

低下による簿価切下げの方法)に変更しております。この変更に伴う損益に与える影響はありません。

 ４　当社においては、平成20年度の法人税法の改正による法定耐用年数の変更を契機として、資産の利用状況等を

見直した結果、第１四半期連結会計期間より有形固定資産の耐用年数の変更を行っております。この結果、従

来の方法によった場合に比べ、当第２四半期連結累計期間の「ＫＦＣ事業」の営業費用が９百万円、「ピザ

ハット事業」の営業費用が４百万円増加し、営業利益がそれぞれ同額減少しており、「その他事業」の営業費

用が０百万円増加し、営業損失が同額増加しております。
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【所在地別セグメント情報】

　前第２四半期連結会計期間（自　平成21年３月１日　至　平成21年５月31日）及び前第２四半期連結累計

期間(自　平成20年12月１日　至　平成21年５月31日)については、本邦以外の国または地域に所在する連結

子会社及び重要な支店がないため、該当事項はありません。

　

【海外売上高】

　前第２四半期連結会計期間（自　平成21年３月１日　至　平成21年５月31日）及び前第２四半期連結累計

期間(自　平成20年12月１日　至　平成21年５月31日)については、海外売上高がないため、該当事項はあり

ません。
　

　

【セグメント情報】

１  報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、本部に商品別の事業グループを置き、各事業グループは取り扱う商品について戦略を立案し、事

業活動を展開しております。

　従って、当社は事業グループを基礎とした商品別セグメントから構成されており、「ＫＦＣ事業」「ピ

ザハット事業」及び「その他事業」の３つを報告セグメントとしております。

　「ＫＦＣ事業」は、チキン・サンド等の販売、食材及びカップ・パッケージ等の包装資材の販売、チキン

関連の広告宣伝等を行っております。「ピザハット事業」は、ピザ等の販売、食材及びカップ・パッケー

ジ等の包装資材の販売、ピザ関連の広告宣伝等を行っております。「その他事業」は、バフェ・スタイル

のイタリアンレストラン「ピザハット・ナチュラル」を展開しております。

　

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

　 　 　 　 （単位：百万円）

　 報告セグメント
合計

　 ＫＦＣ事業 ピザハット事業 その他事業

売上高 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 34,612 7,647 222 42,481

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

─ ─ ─ ─

計 34,612 7,647 222 42,481

セグメント利益又は損失（△） 3,452 △56 △82 3,313
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当第２四半期連結会計期間(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

　 　 　 　 （単位：百万円）

　 報告セグメント
合計

　 ＫＦＣ事業 ピザハット事業 その他事業

売上高 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 18,245 3,800 113 22,158

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

─ ─ ─ ─

計 18,245 3,800 113 22,158

セグメント利益又は損失（△） 1,917 △48 △43 1,825

　

３  報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容(差異調整に関する事項)

　当第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

　 (単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 3,313

全社費用（注） △1,596

四半期連結損益計算書の営業利益 1,717

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　

　当第２四半期連結会計期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）

　 (単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 1,825

全社費用（注） △820

四半期連結損益計算書の営業利益 1,004

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　

（追加情報）

　第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平

成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第20号　平成20年３月21日）を適用しております。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

　

当第２四半期連結会計期間末

(平成22年９月30日)

前連結会計年度末

(平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 1,074.93円

　

１株当たり純資産額 1,082.73円

　

　（注） １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
当第２四半期連結会計期間末

(平成22年９月30日)

前連結会計年度末

(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額（百万円） 24,459 24,643

普通株式に係る純資産額（百万円） 24,459 24,643

普通株式の発行済株式数（千株） 22,783 22,783

普通株式の自己株式数（千株） 28 22

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数（千株）

22,754 22,760

　

２  １株当たり四半期純利益金額等

　　第２四半期連結累計期間

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年12月１日
　 至　平成21年５月31日）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益　　　　　　　　　70.60円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益　　　　　　　　　37.51円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。

　（注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年12月１日
  至　平成21年５月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益（百万円） 1,607 853

普通株式に係る四半期純利益 （百万円） 1,607 853

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式の期中平均株式数 （千株） 22,770 22,757

　
第２四半期連結会計期間

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年３月１日
　 至　平成21年５月31日）

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益　　　　　　　　　17.77円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益　　　　　　　　　27.30円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。

　（注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年３月１日
  至　平成21年５月31日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益（百万円） 404 621

普通株式に係る四半期純利益 （百万円） 404 621

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式の期中平均株式数 （千株） 22,769 22,756

　

　

２ 【その他】

第42期(平成22年４月１日から平成23年３月31日まで)中間配当については、平成22年11月11日開催の取
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締役会において、平成22年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行う

ことを決議いたしました。

①  配当金の総額                           　　　1,706百万円

②  １株当たりの金額                             　 75円00銭

③  支払請求権の効力発生日及び支払開始日    平成22年12月６日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年７月13日

日本ケンタッキー・フライド・チキン株式会社

取締役会  御中

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　新日本有限責任監査法人

　

　指定有限責任社員
　業務執行社員
　
　

　
公認会計士　　西　　田　　英　　樹　　印
 
 

　

　指定有限責任社員
　業務執行社員
　
　

　
公認会計士　　藤　　原　　　　　明　　印
 
 

　

　指定有限責任社員
　業務執行社員

　 公認会計士　　清　　水　　芳　　彦　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本

ケンタッキー・フライド・チキン株式会社の平成20年12月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の

第２四半期連結会計期間(平成21年３月１日から平成21年５月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成

20年12月１日から平成21年５月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半

期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本ケンタッキー・フライド・チキン株式会

社及び連結子会社の平成21年５月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び

第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年11月11日

日本ケンタッキー・フライド・チキン株式会社

取締役会  御中

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　有限責任監査法人トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    峯        　　    敬    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    郷　右　近　　隆　也    印

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本

ケンタッキー・フライド・チキン株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の

第２四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成

22年４月１日から平成22年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半

期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本ケンタッキー・フライド・チキン株式会

社及び連結子会社の平成22年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び

第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
追記情報

四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は第１四

半期連結会計期間より資産除去債務に関する会計基準が適用されることとなったため、この会計基準により

四半期連結財務諸表を作成している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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